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株式会社ギフティ

「会社の新株予約権等に関する事項」「会計監査人の状況」「会社の体制及び方針」「連結株
主資本等変動計算書」「連結注記表」「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきまし
ては、法令及び当社定款第14条の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://giftee.co.jp/ir）に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。
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会社の新株予約権等に関する事項

（1）当事業年度末日における新株予約権の状況
当事業年度末日における新株予約権等の状況は以下のとおりです。

① 第６回新株予約権（2016年９月９日発行）
・新株予約権の数
393個（新株予約権１個につき1,000株）

・目的となる株式の種類及び数
普通株式393,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 70 円
・新株予約権の行使期間
2018年９月10日から2026年９月９日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。

② 第８回新株予約権（2018年３月23日発行）
・新株予約権の数
27個（新株予約権１個につき1,000株）
・目的となる株式の種類及び数
普通株式27,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 210 円
・新株予約権の行使期間
2020年３月24日から2028年３月23日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。
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③ 第９回新株予約権（2018年７月18日発行）
・新株予約権の数
576個（新株予約権１個につき1,000株）

・目的となる株式の種類及び数
普通株式576,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 210 円
・新株予約権の行使期間
2020年７月19日から2028年７月18日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。

④ 第10回新株予約権（2019年１月４日発行）
・新株予約権の数
96個（新株予約権１個につき1,000株）
・目的となる株式の種類及び数
普通株式96,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 275 円
・新株予約権の行使期間
2021年１月４日から2029年１月３日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。
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⑤ 第12回新株予約権（2019年５月17日発行）
・新株予約権の数
88個（新株予約権１個につき1,000株）
・目的となる株式の種類及び数
普通株式88,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 1,500 円
・新株予約権の行使期間
2021年５月18日から2029年５月17日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。

⑥ 第13回新株予約権（2020年11月13日発行）
・新株予約権の数
186個（新株予約権１個につき1,000株）

・目的となる株式の種類及び数
普通株式186,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 3,215 円
・新株予約権の行使期間
2022年11月14日から2030年11月13日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。
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⑦ 第14回新株予約権（2021年3月12日発行）
・新株予約権の数
572個（新株予約権１個につき100株）
・目的となる株式の種類及び数
普通株式57,200株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 3,898 円
・新株予約権の行使期間
2023年3月13日から2031年3月12日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。

⑧ 第15回新株予約権（2021年11月12日発行）
・新株予約権の数
92個（新株予約権１個につき1,000株）
・目的となる株式の種類及び数
普通株式92,000株
・新株予約権の発行価額
無償
・新株予約権の行使価格
１株あたり 3,528 円
・新株予約権の行使期間
2023年11月13日から2031年11月12日まで
・新株予約権の行使の条件
新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、
相談役を含む。）又は子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を
含む。）の地位にあることを要する。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続
人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使することができる。ただし、当該
相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使することができな
いものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとす
る。
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上記新株予約権のうち当社役員の保有状況
名 称 新株予約権の数 目的となる

株式数 保有者数

取締役
（社外取締役を除く）

第６回新株予約権 132個 132,000株 ３名
第８回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第９回新株予約権 576個 576,000株 ４名
第10回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第12回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第13回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第14回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第15回新株予約権 ―個 ―株 ―名

社外取締役

第６回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第８回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第９回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第10回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第12回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第13回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第14回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第15回新株予約権 ―個 ―株 ―名

監査役

第６回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第８回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第９回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第10回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第12回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第13回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第14回新株予約権 ―個 ―株 ―名
第15回新株予約権 ―個 ―株 ―名

（2）当事業年度中に交付した新株予約権の状況
当該新株予約権等の内容は（1）に記載のとおりであります。

・当社従業員、当社子会社役員及び従業員に交付した新株予約権の区分別合計
名 称 新株予約権の数 交 付 者 数

当社従業員
（当社役員を除く） 第15回新株予約権 95個 59名
当社子会社の役員及び従業員
（当社の役員及び従業員を除く） 第14回新株予約権 572個 9名

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会計監査人の状況

会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,200千円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産の利益の合計額 53,700千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の
報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の
監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況
を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社
法第399条第１項の同意を行っております。

3.「当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産の利益の合計額」には、英文財務諸表の監査に関わる報
酬が含まれております。

（3）非監査業務の内容
当社はEY新日本有限責任監査法人に対して、海外募集に伴うコンフォートレター作成
業務等についての対価を支払っております。

(4) 子会社の監査に関する事項
当 社 の 子 会 社 で あ る GIFTEE MALAYSIA SDN.BHD. 及 び Giftee Mekong

Company Ltd.は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。

(5）責任限定契約の内容と概要
当社と会計監査人EY新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の定めに基づ
き責任限定契約を締結しております。その契約内容の概要は次のとおりです。
受嘱者の会社法第423条第１項の責任について、受嘱者が職務を行うにつき善意でか
つ重大な過失がないときは会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、
受嘱者の委嘱者に対する損害賠償責任の限度とする。

（6）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判

断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該
決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。 また、監査役会は、会計監査
人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全
員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任し
た旨と解任の理由を報告いたします。
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会社の体制及び方針

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務
の適正を確保するための体制
当社は、会社法第362条第５項の規定に基づき、同条第４項第６号並びに会社法施行
規則第100条第１項及び第３項の各号に定める業務の適正を確保するための体制に関す
る基本方針を決議しており、その内容の概要は以下のとおりです。

ａ．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（a）取締役の職務執行を監督する取締役会及び監査する権限を持つ監査役会を設置

し、社外取締役及び社外監査役を選任することにより、取締役の職務の執行につ
いて厳正な監視を行い、取締役の職務の執行が法令、定款及び社内規程に適合す
ることを確保します。

（b）コンプライアンス体制の整備強化を図るために「職務権限規程」、「業務分掌規
程」、「コンプライアンス規程」及び適切な内部統制システムに関する規程を制定
し、内部監査担当が当社グループの内部監査を積極的に実施することにより、コ
ンプライアンス体制を確保し、内部統制システムの有効性と妥当性を検証しま
す。

（c）健全な組織運営を目指し、内部通報制度を導入して運営します。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（a）取締役の職務の執行に係る情報は、「文書管理規程」及び「情報システム管理規

程」の定めの他、法令・定款に従い適切に保管・管理する体制を構築します。
（b）保管・管理されている情報は、取締役及び監査役から要請があった場合は適時閲

覧可能な状態を維持します。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（a）損失の危機の管理に関する体制は、社内外の情報が集まる取締役会において、リ

スクの認識・評価・予防策・対応策の検討及び実施を行います。また、必要に応
じて各部門の担当者を取締役会に出席させ、リスクの識別と評価に関して報告を
実施します。

（b）「リスク管理規程」を定め、発生し得るリスクの発生防止に係る管理体制を整備
します。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（a）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、「取締役会規程」

に基づき、原則毎月１回の定時取締役会の開催の他、必要に応じて随時臨時取締
役会を開催することにより、業務執行に関わる意思決定を行います。

（b）業務執行に関しては、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等社
内規程により権限と責任を定めており、必要に応じて随時見直しを行います。
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ｅ．当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
（a）子会社の経営については、当社が策定した「関係会社管理規程」の遵守を求めま

す。
（b）当社内部監査担当者は、当社グループ各社に対して監査を実施します。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役を補助する使用人の独立性を確保するために、監査役を補助する使用人の人

事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の同意を得るものとします。

ｇ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体
制
（a）監査役は、取締役会に出席して重要事項等の報告を受けます。
（b）取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したと

きは直ちに監査役に報告するものとします。

ｈ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（a）代表取締役社長は、監査役と可能な限り会合を持ち、業務報告とは別に会社運営

に関する意見交換ほか、意思疎通を図るものとします。
（b）監査役は定期的に会計監査人、内部監査担当と協議の場を設け、実効的な監査を

行うための情報交換を行うものとします。

ｉ．財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告に係る内部統制を構築し、その体制の整備・運用状況を定期的に評価する
とともに、維持・改善を図るものとします。

ｊ．反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは決して関わりを持
たず、不当な要求に対しては弁護士や警察等とも連携し毅然とした姿勢で対応しま
す。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しており、その基本
方針に基づき以下の具体的な取り組みを行っております。

ａ．取締役会
当社の取締役会は、取締役６名(うち社外取締役２名)で構成され、監査役３名も出

席の上開催し、経営上の重要な意思決定を行うとともに、各取締役の業務執行の監督
を行っております。毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会
を開催しております。
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ｂ．監査役会
当社の監査役会は、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の合計３名で構成されてお

ります。監査役会は、毎月１回定時監査役会を開催するほか、必要に応じて臨時監査
役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況等、監査役相互の情報共有を図ってお
ります。
なお、監査役は、取締役会及びその他重要な会議に出席するほか、監査計画に基づ

き重要書類の閲覧、役職員への質問等の監査手続を通して、経営に対する適正な監視
を行っております。また、内部監査担当者及び会計監査人と緊密な連携をとり、監査
の実効性と効率性の向上に努めております。

ｃ．指名委員会・報酬委員会
当社は、取締役の指名及び報酬等に関する手続きの公平性・透明性・客観性を強化
し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るため、指名・報酬に関する取締役
会の任意の諮問機関として、指名委員会及び報酬委員会を設置しております。取締役
の指名及び報酬等に関しては、各委員会の答申を踏まえて取締役会において決定する
こととしております。

ｄ．会計監査人
当社は、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、適時適切な監査が実施
されております。

ｅ．経営会議
経営会議は、経営及び業務執行に関する機動的な意思決定機関として設置しており

ます。出席者は常勤取締役及び代表取締役社長が必要と認めた者で構成され、経営に
関する重要事項の審議及び決議等を行っております。また、必要に応じて常勤監査役
も経営会議に参加し、経営会議の運営状況を監視しております。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、当社グループは成長

過程にあるため、財務体質の強化に加えて事業拡大のための内部留保の充実等を図り、
事業の効率化並びに人材確保・育成、サービス強化のための投資、営業強化のための広
告宣伝や販売促進、その他成長投資に対して迅速に対応することが重要であると考えて
おります。そのため、現在まで配当を実施しておらず、今後においても当面はこれら成
長投資に備え、内部留保の充実を図る方針であります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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連結株主資本等変動計算書
（2021年１月１ 日から）2021年12月31 日まで

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,567,804 1,554,804 1,228,147 － 4,350,755

当期変動額

新株の発行 1,262,500 1,262,500 2,525,000
新株の発行（新株予
約権の行使） 64,247 64,247 128,495

株式交換による増加 234,705 234,705 469,411
親会社株主に帰属す
る当期純利益 150,501 150,501

自己株式の取得 △539 △539
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当期変動額合計 1,561,453 1,561,453 150,501 △539 3,272,868

当期末残高 3,129,257 3,116,257 1,378,648 △539 7,623,623

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 － △6,510 △6,510 10,703 － 4,354,947

当期変動額

新株の発行 2,525,000
新株の発行（新株予
約権の行使） 128,495

株式交換による増加 469,411
親会社株主に帰属す
る当期純利益 150,501

自己株式の取得 △539
株主資本以外の項目
の当期変動額 (純額 ) 10,594 △605 9,989 145,801 4,008 159,799

当期変動額合計 10,594 △605 9,989 145,801 4,008 3,432,667

当期末残高 10,594 △7,116 3,478 156,505 4,008 7,787,615
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数
３社

② 連結子会社の名称
GIFTEE MALAYSIA SDN. BHD.
ソウ・エクスペリエンス株式会社
Giftee Mekong Company Ltd.

２．連結の範囲の変更に関する事項
当連結会計年度において、ソウ・エクスペリエンス株式会社の全株式を取得したため、連結の範囲に含めておりま
す。当連結会計年度において、Giftee Mekong Company Ltd.を設立したため、連結の範囲に含めております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

会計方針に関する事項
１. 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
時価のないもの ……… 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、持分を純額で取り込

む方法によっております。
② たな卸資産
商 品 ……… 移動平均法による原価法及び最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法)
仕掛品 ……… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
貯蔵品 ……… 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
建物は定額法、工具、器具及び備品は定率法を採用しております。
なお、耐用年数は次のとおりであります。
建 物 ……… ８～15年
工具、器具及び備品 ……… ４～10年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
商標権につきましては、10年の定額法により償却を行っております。

３. 繰延資産の処理方法
株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

４. 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。
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５. その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

② のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。

表示方法の変更に関する注記
(連結貸借対照表)

前連結会計年度において無形固定資産「その他」に含めて表示しておりました「商標権」（前連結会計年度
1,223千円）については、金額的重要性が高くなったため、当連結会計年度より区分掲記しております。

(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度の年

度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

会計上の見積りに関する注記
１．のれん及び無形資産の減損の兆候に関する判断
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
当連結会計年度末の連結貸借対照表において、2021年3月に取得したソウ・エクスペリエンス株式会社に係る

のれん1,431,530千円及び商標権392,223千円を計上しております。
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
ソウ・エクスペリエンス株式会社に係るのれん及び商標権について、減損の兆候があると認められる場合には、

減損損失の認識の要否を判定しております。減損の兆候には、継続した営業損失の計上、経営環境の著しい悪化、
事業計画からの大幅な乖離等が含まれます。事業計画に用いた主要な仮定は、販売計画です。なお、当連結会計年
度においては減損の兆候はありませんでした。
将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、事業計画からの大幅な乖離が生じた場合には減損の

兆候があると認められ、減損損失の認識の判定が必要となる可能性があります。

２．投資有価証券（非上場株式等）の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
投資有価証券（非上場株式等） 2,536,180千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、当社グループの持続的な成長を実現するため、スタートアップ企業への投資を行っておりま
す。当社グループでは、複数の非上場企業に対して投資先の将来の成長による超過収益力を見込んで、1株当たり
の純資産額を基礎とした金額に比べて相当程度高い価額又は条件で、非上場株式等を取得しております。当該非上
場株式等の評価に当たっては、投資時の超過収益力が毀損することにより実質価額が著しく下落したときに、減損
処理を行います。
投資時の超過収益力の毀損の有無については、投資先の投資時における事業計画の達成状況や事業の進捗状況、

将来の成長性や資金調達の状況等を総合的に勘案して判断しております。当該判断には見積りの要素が含まれてお
り、その主要な仮定は、事業計画に含まれる売上高及び営業利益であります。主要な仮定の不確実性は高く、投資
先企業の事業計画の遂行が困難な状況となる等、超過収益力の毀損の有無に係る判断が変わった場合には減損処理
を行う可能性があります。

追加情報
新型コロナウイルス感染拡大は、経済及び企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、将来の状況を予想する

ことは困難な状況ではありますが、繰延税金資産の回収可能性等に関する会計上の見積りにあたっては、入手可能な内
部及び外部の情報等を踏まえ、当社グループの事業に与える影響は限定的であると仮定し、会計上の見積りを行ってお
ります。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、不確定要素が多いことから、収束時期の遅れなど今後の状況の

変化により当社グループの将来の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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連結貸借対照表に関する注記
資産から直接控除した減価償却累計額
固定資産
有形固定資産 23,557 千円
建物 12,835 〃
工具、器具及び備品 10,721 〃

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 28,767,102株

２. 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない新株予約権を除く）の目的とな
る株式の種類及び数
普通株式 1,180,000株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については主として短期の預金によっており、資金調達については銀行借入並びに株

式及び社債の発行によっております。
② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
金融資産の主なものは、現金及び預金、受取手形及び売掛金、並びに投資有価証券があります。預金は普通預金
であり、預入先の信用リスクに晒されておりますが、預入先の銀行はいずれも信用度の高い銀行であります。営業
債権である受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。 投資有価証券は非上場株式
等及び投資事業有限責任組合への出資金であり、発行会社の信用リスクに晒されております。
金融負債の主なものは支払手形及び買掛金、未払金、転換社債型新株予約権付社債及び長期借入金があります。
支払手形及び買掛金、未払金については、ほとんどが３ヶ月以内の支払期日となっております。長期借入金及び転
換社債型新株予約権付社債は、主に投資資金の調達によるものであり、そのうち長期借入金は変動金利であり、金
利の変動リスクに晒されております。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先ごとの期日管理及び残高管理等の方法により管理しております。
投資有価証券は定期的に発行会社の財務内容を把握することにより管理しております。営業債務である支払手形及
び買掛金、未払金、及び預り金は、流動性リスクに晒されておりますが、適時に資金繰り計画を作成することによ
り管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額

(千円) 時価 (千円) 差額 (千円)
(1) 現金及び預金 11,029,941 11,029,941 －
(2) 受取手形及び売掛金 1,515,208 1,515,208 －

資産計 12,545,150 12,545,150 －
(1) 支払手形及び買掛金 1,189,967 1,189,967 －
(2) 未払金 284,282 284,282 －
(3) 預り金 957,340 957,340 －
(4) 長期借入金（※） 1,355,290 1,353,690 △1,599

負債計 3,786,881 3,785,281 △1,599
※長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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（注１) 金融商品の時価の算定方法
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

負 債
(1) 支払手形及び買掛金、(2)未払金 、(3)預り金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

(4) 長期借入金（１年内返済予定を含む）
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により記載
しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 2,536,180
投資事業有限責任組合出資金 303,112
転換社債型新株予約権付社債 7,017,354
※市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めておりません。

（注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 11,029,941 － － －
受取手形及び売掛金 1,515,208 － － －

合計 12,545,150 － － －

（注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金
(１年内返済予定を含む) 147,852 147,852 147,852 147,852 763,882 －

合計 147,852 147,852 147,852 147,852 763,882 －

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 265円13銭
１株当たり当期純利益 ５円49銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（2021年１月１ 日から）2021年12月31 日まで

（単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計

その他利益剰余金 利益剰余金
合計特定株式積立金繰越利益剰余金

当期首残高 1,567,804 1,554,804 1,554,804 70,900 1,222,106 1,293,006

当期変動額

新株の発行 1,262,500 1,262,500 1,262,500
新株の発行（新株
予約権の行使） 64,247 64,247 64,247
株式交換による増
加 234,705 234,705 234,705

当期純利益 391,856 391,856

特定株式積立金 247,806 △247,806 －

自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)
当期変動額合計 1,561,453 1,561,453 1,561,453 247,806 144,049 391,856

当期末残高 3,129,257 3,116,257 3,116,257 318,707 1,366,156 1,684,863

株主資本 評価・換算
差額等

新株予約権 純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

当期首残高 － 4,415,614 － 10,703 4,426,318

当期変動額

新株の発行 2,525,000 2,525,000
新株の発行（新株
予約権の行使） 128,495 128,495
株式交換による増
加 469,411 469,411

当期純利益 391,856 391,856

特定株式積立金 － －

自己株式の取得 △539 △539 △539
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 10,594 145,801 156,396

当期変動額合計 △539 3,514,223 10,594 145,801 3,670,620

当期末残高 △539 7,929,838 10,594 156,505 8,096,938
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式 ………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のないもの ……… 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、持分を純額で取り

込む方法によっております。
② たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品 ……… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
仕掛品 ……… 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
建物は定額法、工具、器具及び備品は定率法を採用しております。
なお、耐用年数は次のとおりであります。
建物 ……… ８～15年
工具、器具及び備品 ……… ４～10年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアにつきましては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３. 繰延資産の処理方法
株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法 ………税抜方式

表示方法の変更に関する注記
(「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用)

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度末
に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

会計上の見積りに関する注記
１．関係会社株式の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
当事業年度末の貸借対照表において、2021年3月に取得したソウ・エクスペリエンス株式会社の関係会社株式

1,947,941千円を計上しております。
② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
ソウ・エクスペリエンス株式会社の株式は市場価格のない株式であるため、超過収益力を反映した実質価額と帳

簿価額の比較を行い、実質価額の著しい下落に関する判定を行っております。実質価額に超過収益力を反映するに
あたっては、取得時の事業計画の達成状況や経営環境の変化等を総合的に勘案して超過収益力の毀損の有無を判断
しております。当該事業計画における主要な仮定の内容については、連結計算書類「（会計上の見積りに関する注
記）のれん及び無形資産の減損の兆候に関する判断」に記載のとおりであります。
将来の不確実な状況変化により、仮定の見直しが必要となった場合には翌事業年度の計算書類における、関係会

社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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２．投資有価証券（非上場株式等）の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額
投資有価証券（非上場株式等） 2,494,804千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「注記事項（重要な会計上の見積り）投資有価証券（非上場株式等）の評価」に同一の内容を記載

しておりますので、注記を省略しております。

追加情報
新型コロナウイルス感染拡大は、経済及び企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、将来の状況を予想する

ことは困難な状況ではありますが、繰延税金資産の回収可能性等に関する会計上の見積りにあたっては、入手可能な内
部及び外部の情報等を踏まえ、当社の事業に与える影響は限定的であると仮定し、会計上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症の影響については、不確定要素が多いことから、収束時期の遅れなど今後の状況の

変化により当社の将来の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

貸借対照表に関する注記
１．資産から直接控除した減価償却累計額

固定資産
有形固定資産 15,173 千円
建物 7,387 〃
工具、器具及び備品 7,786 〃

２．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務（区分表示したものを除く）
関係会社に対する短期金銭債権 1,541 千円
関係会社に対する短期金銭債務 481 〃

損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額
営業取引（収入分） 2,160 千円
営業取引以外の取引による取引高 609 〃

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び数
普通株式 142株

― 17 ―

2022年02月22日 13時54分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当事業年度
(2021年12月31日)

繰延税金資産
減価償却超過額 42,082千円
一括償却資産 5,154 〃
資産除去債務 18,396 〃
繰延資産 3,121 〃
未払事業税 5,669 〃
未払賞与 21,963 〃
未払家賃 13,193 〃
その他 5,013 〃
繰延税金資産合計 114,594千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △17,650千円
その他有価証券評価差額金 △4,675 〃
繰延税金負債合計 △22,326千円
繰延税金資産純額 92,268千円

関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

役員 太田 睦 (被所有)
直接13.24 当社代表取締役 新株予約権の権利行使 11,830 ― ―

役員 鈴木 達哉 (被所有)
直接5.39 当社代表取締役

新株予約権の権利行使 11,970 ― ―

関係会社株式の取得
（注)２ 21,574 ― ―

役員 柳瀬 文孝 (被所有)
直接4.29 当社取締役 新株予約権の権利行使 11,900 ― ―

役員 藤田 良和 (被所有)
直接1.73 当社取締役 新株予約権の権利行使 11,970 ― ―

子会社 GIFTEE MALAYSIA
SDN. BHD.

所有
直接100.00

資金の貸付先
役員の兼任 資金の貸付 31,220 関係会社

短期貸付金 77,220

（注）１．2016年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき付与された新株予約権及び2017年３月10日開催の臨
時株主総会決議に基づき付与された新株予約権並びに2018年７月18日開催の臨時株主総会決議に基づき
付与された新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。

２．取引価格は、第三者機関による株価算定の結果を踏まえ決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 276円03銭
１株当たり当期純利益 14円29銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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